国際私法(高橋宏司担当)　2007年度秋学期末試験
第一問

甲国に住む甲国人Yは、乙国の商品展示会に参加するため、隣国丙国のホテルXに宿泊予約するよう、乙国の展示会企画者Z(乙国に常居所を有する)に対して依頼して、代理権を与えた。本件代理権授与について、準拠法の選択はなされていない。Zは、Xに照会したところ、満室であったので予約ができず、その旨Yに連絡した。この時点で、Zの代理権は、甲国法および丙国法によれば消滅しているが、乙国法によれば、代理権を消滅させる旨のYの明示の意思表示がないので、存続している。その後、Yはみずから乙国のホテルHに予約を入れた。Yは、XよりもHの方が気に入っており、喜んでいた。しばらくして、キャンセルによりXに空室が生じたので、その連絡を受けたZは、丙国に出張し、Yを代理して宿泊予約を入れた。当該宿泊予約は、Xの約款により、Xの本店所在地国である丁国法が準拠法となっている。予約日になってもYが現れなかったので、XはYに対して宿泊代金を請求した。Yは、Xに対しては、Zに予約を頼んでいないと言って支払を拒むとともに、Zに対しては、Xに対する債務についての求償請求をした。
(1) ZがYを代理してXに予約を入れた時点で、Zは代理権を有していたか、準拠法を明らかにして論ぜよ。(20点)
(2) Zの代理行為の効果がYに帰属するための要件の準拠法は何国法か、他説にも配慮しつつ論ぜよ。(20点)
(3) ZのYに対する求償責任の準拠法は何国法か。(10点)
第二問

A(乙国在住)は、甲国法を準拠法とするB(甲国在住)との売買契約に関して、代金債権をBに対して取得した。当該債権には、譲渡禁止特約が付いているが、Aは資金繰りが苦しくなってきたため、Cとの間で乙国法を準拠法とする譲渡契約を締結し、当該債権をCに譲渡した。譲渡禁止特約について、Cは善意無過失であった。また、Aは、Dとの間で丙国法を準拠法とする貸金契約をしてDから融資を受け、その担保としてBに対する代金債権に質権を設定した。他方、Eは、Aに対して丁国法を準拠法とする不法行為債権を有しており、AのBに対する代金債権のCへの譲渡価格が著しく安価で、Aの債権者の利益を不当に害するものであると主張して、当該債権譲渡の取消しを日本の裁判所に請求した。
(1) 譲渡禁止特約のCへの対抗の可否についての準拠法は何国法か。(10点)
(2) Cが代金債権譲渡をBに対して主張する要件についての準拠法は何国法か。(10点)
(3) Dが質権をCに対して主張する要件についての準拠法は何国法か。(10点)
(4) 代金債権譲渡のEによる取消しの要件についての準拠法は何国法か、他説にも配慮しつつ論ぜよ。(20点)
